トップページ
お取扱業務
事務所概要
弁護士紹介
料金・費用のご案内
ご相談の流れ
	アクセス
		東京事務所
	横浜事務所
	名古屋事務所
	大阪事務所
	福岡事務所
	札幌事務所



法律トピックス








0120-803-628



受付時間：平日 9:00～19:00

HOME
採用情報


お取扱業務
事務所概要
弁護士紹介
料金・費用のご案内
ご相談の流れ
アクセス
法律トピックス
ご相談受付
MENU


はじめに

	Home
	マニュアル
	個人の国際投資に係る税務実務マニュアル
	はじめに



個人の国際投資に係る税務実務マニュアル
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はじめに







日本における低金利の長期化、経済のボーダレス化、インターネットの普及等を背景として、個人も資産の運用先を外国に求めるケースが非常に多くなってきております。今後もこの傾向はますます強くなると予想されます。

資産運用先を外国に求め、外国の金融資産を購入したり預け入れをしたりしますと、日本の金融資産を購入等する場合とは異なった税務問題や課税関係が生じることがあります。本書ではまず２で外国の金融資産のうち、代表的な外貨預金、外国株式、外国債券、外国投資信託や仕組債についてなじみのない方を対象に商品の概要をご説明した上で、具体的に商品ごとに課税関係をご説明いたします。

次に３では国際投資を行う場合の税務に関する基礎知識を体系的にご説明いたしております。２の商品ごとの具体的な課税関係のご説明の中でより国際税務に関するご理解を深めていただくため、３でご説明している箇所をご参照いただけるようにしております。
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２
居住者が国際投資による外貨建金融資産投資をする場合の課税の内容




	
３
日本の居住者が国際投資を行う場合の所得税の税務に関する基礎知識









ご相談をご希望の方は、下記よりお電話かメールで

ご相談受付にお申込みください。
電話で相談受付に申し込む

0120-803-628
受付時間：平日9:00～19:00
※通話料は無料です

メールで相談受付に申し込む
ご相談受付
通常1～2営業日以内に担当の弁護士から
ご連絡させていただきます。
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